
令和５年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業　実施状況及び効果の検証シート

単位：千円

1

令和５年度福井
市低所得世帯電
力・ガス・食料品
等価格高騰支援
給付金【物価高
騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生
　 活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　23,000世帯×70千円
　 事務費　　57,912千円
   　事務費の内容　　[役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（23,000世帯）

○
Ⅰ．物価高から
国民生活を守る

－ R5.12 R6.4以降 1,445,375 1,445,375

①給付金支給世帯　21,538世帯

②物価高騰に切実に苦しんでいる低所得世
 　帯の方々の家計を支援することができた。

2

令和５年度福井
市低所得世帯電
力・ガス・食料品
等価格高騰支援
給付金（家計急
変世帯）【物価高
騰対策給付金】

①物価高が続く中で令和5年1月以降の家計急変世帯への支援を行うこと
　 で、当該世帯の方々の生活を維持する。
②令和5年1月以降の家計急変世帯への給付金
③給付金額　　家計急変世帯　150世帯×70千円
④令和5年1月以降の家計急変世帯　（150世帯）

○
Ⅰ．物価高から
国民生活を守る

－ R5.12 R6.4以降 6,913 6,913

①給付金支給世帯　67世帯

②家計が急変し所得が減少したことで物価
　 高騰の影響を受けてる世帯の家計を支援
 　することができた。

3
ハピリンデジタル
サイネージ設置
支援事業

①物価高による影響を受けるにぎわい交流施設「ハピリン」の管理組合及び
   テナントが共同で設置するデジタルサイネージに係る費用の一部を支援す
   る。
②負担金、補助及び交付金
③事業費　6,600千円 × 2/3（市：組合等＝2：1）
④ハピリン管理組合及びテナント事業者

○
Ⅰ．物価高から
国民生活を守る

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対す

る支援

R6.3 R6.4以降 4,400 4,400

①デジタルサイネージ　１台

②サイネージ設置により、「ハピリン」館内の
　 入込客数及び売上額は、ともにR4年度比
　 で増加し、テナント事業者の支援となった。
　 （４～９月分の平均）
　　　入込客数：106%、売上額：141%

4
農業生産コスト
高騰緊急支援事
業

①肥料や燃料等の物価高の影響を受ける農家に対して、生産に係る費用の
　 一部を支援し、農業経営の安定化を図る。
②負担金、補助及び交付金、委託料
③水稲等　　＠　2,000円/10a × 666,800a × 1/2（補助率）
　 園芸作物 ＠19,600円/10a × 　13,000a × 1/2（補助率）
　 事務委託料（5%） 3,971千円
④市内農家

○
Ⅰ．物価高から
国民生活を守る

⑥農林水産業に
おける物価高騰

対策支援
R5.4 R6.4以降 77,530 77,530

①水稲等　    642,195a (１，９４１件)
　 園芸作物　　  11,294a    (１８６件)

②市内農家に対し、生産費高騰に係るかかり
　 増し経費の一部を支援することで、農業経
　 営の安定化を図ることができた。

5

障がい福祉サー
ビス事業所への
電気料等エネル
ギー価格高騰対
策支援事業

①電気料等エネルギー価格高騰の影響を受ける障がい福祉サービス事業所
　 に対して、施設のサービス種別ごとの定員数や事業所数に応じて電気料
   等高騰相当分を支援する。
②負担金、補助及び交付金、委託料　等
③入所系　＠4,700円/定員×1,060人×1/2（市1/2、県1/2）
　 通所系　＠1,400円/定員×3,122人×1/2（市1/2、県1/2）
　 訪問系  ＠9,700円/事業所×170事業所×1/2（市1/2、県1/2）
　 ※訪問系のうち地域生活支援事業所は、市単独で支援
　 事務諸経費　業務委託費、案内通知等　1,035千円
④障がい福祉サービス事業所

○
Ⅰ．物価高から
国民生活を守る

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高

騰対策支援

R6.3 R6.4以降 6,231 3,056 3,175

①支援数　307事業所

②電気料等エネルギー価格高騰の影響を受
　 けている障がい福祉サービス事業所等の
　 負担を軽減し、安定的かつ継続的なサービ
　 スの提供を支援することができた。

その他

実施計画概要 決算・実績

Ｎｏ
交付対象事業の

名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との
関係

事業
始期

事業
終期

物価高騰等に
直面する生活
者や事業者に
対する支援

総事業費

財源内訳
効果検証
 ①成果（定量的又は定性的）
 ②事業評価国・県

補助額
臨時交付金

推奨事業
メニュー



単位：千円

その他

実施計画概要 決算・実績

Ｎｏ
交付対象事業の

名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との
関係

事業
始期

事業
終期

物価高騰等に
直面する生活
者や事業者に
対する支援

総事業費

財源内訳
効果検証
 ①成果（定量的又は定性的）
 ②事業評価国・県

補助額
臨時交付金

推奨事業
メニュー

6

介護サービス事
業所等への電気
料等エネルギー
価格高騰対策支
援事業

①電気料等エネルギー価格高騰の影響を受ける介護サービス事業所に対し
   て、施設のサービス種別ごとの定員数や事業所数に応じて電気料等高騰
   相当分を支援する。
②負担金、補助及び交付金、委託料　等
③入所系　＠4,700円/定員×5,754人×1/2（市1/2、県1/2）
　 通所系　＠1,400円/定員×3,931人× 1/2（市1/2、県1/2）
　 訪問系  ＠9,700円/事業所×212事業所×1/2 （市1/2、県1/2）
　 ※通所系のうち予防通所介護サービス、訪問系のうち居宅介護予防支援
      事業所は、市単独で支援
　 事務諸経費　業務委託費、案内通知等　639千円
④介護サービス事業所

○
Ⅰ．物価高から
国民生活を守る

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高

騰対策支援

R6.3 R6.4以降 16,662 8,028 8,634

①支援数　518事業所

②電気料等エネルギー価格高騰の影響を受
　 けている介護サービス事業所及び老人福
　 祉施設等の負担を軽減し、安定的かつ継続
　 的なサービスの提供を支援することができ
　 た。

7

私立保育園等へ
の電気料等エネ
ルギー価格高騰
対策支援事業

①電気料等エネルギー価格高騰の影響を受ける私立保育所等に対して、施
   設の定員数に応じて電気料等高騰相当分を支援する。
②負担金、補助及び交付金
③高圧電力契約　＠600円/定員×5,816人　（市1/2、県1/2）
　 低圧電力契約　＠400円/定員×3,041人　（市1/2、県1/2）
④私立保育所等

○
Ⅰ．物価高から
国民生活を守る

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高

騰対策支援

R6.3 R6.4以降 2,221 1,089 1,132

①支援数　６６園

②電気料等エネルギー価格高騰の影響を受
　 けている私立保育所等の負担を軽減し、安
　 定的かつ継続的なサービスの提供を支援す
　 ることができた。

8

令和５年度福井
市低所得世帯電
力・ガス・食料品
等価格高騰支援
給付金（所得税
のみ非課税）【物
価高騰対策給付
金】

①物価高が続く中で住民税均等割のみ課税世帯への支援を行うことで、当
   該世帯の方々の生活を維持する。
②令和5年度住民税均等割のみ課税世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　住民税均等割のみ課税世帯　3,200世帯×100千円
   事務費　　8,016千円
    事務費の内容　　[役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費　として支出]
④令和5年度住民税均等割のみ課税世帯　（3,200世帯）

○
Ⅰ．物価高から
国民生活を守る

－ R6.3 R6.4以降 364,649 364,649

①給付金支給世帯　3,576世帯

②物価高騰に切実に苦しんでいる低所得世
　 帯の方々の家計を支援することができた。

9

低所得の子育て
世帯への加算給
付金事業【物価
高騰対策給付
金】

①物価高が続く中で低所得者の子育て世帯への加算給付（支援）を行うこと
   で、低所得者の子育て世帯の生活を維持する。
②令和5年度低所得者の子育て世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　低所得者の子育て世帯　3,000人×50千円
   事務費　　4,256千円
     事務費の内容　　[役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費　として支出]
④令和5年度低所得者の子育て世帯　（2,000世帯）

○
Ⅰ．物価高から
国民生活を守る

－ R6.3 R6.4以降 117,947 117,947

①給付金支給人数（18歳以下の児童）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,674人

②物価高騰に切実に苦しんでいる低所得世
　 帯の子育て世帯の方々の家計を支援する
　 ことができた。

10

定額減税補足給
付金事業【物価
高騰対策給付
金】

①物価高が続く中で令和6年度において定額減税しきれない所得水準の方
   への調整給付を行うため、個人住民税システム改修を行う。
②令和6年度に定額減税しきれない所得水準の方への調整給付を行うため
   に必要なシステム改修費
③事務費　　13,640千円
   　事務費の内容　　[業務委託料　として支出]
④令和6年度の定額減税しきれない所得水準の方

○
Ⅰ．物価高から
国民生活を守る

－ R6.3 R6.4以降 990 990

①データ抽出　１件

②定額減税しきれない所得水準の方への調
　 整給付を行うために必要なデータ抽出、シ
　 ステム改修を行うことができた。


